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Ⅰ 令和元年度事業報告書及び附属明細書 

 

 

１ はじめに 

 

令和元年度の我が国経済は，雇用や所得環境の改善が続くなかで，景気は緩やかな回復基調を

続けてきたが，年度末には，新型コロナウィルス感染症の影響により，足下で大幅に下押しされ

厳しい状況となった。県内中小企業においては，多くの企業が新型コロナウィルスの影響を受け，

需要減少による売上の減，海外製品の仕入遅延，資金繰りの悪化など，経営環境は極めて厳しい

状況となった。 

こうした中，国においては，デフレからの脱却を確実なものとし，経済再生と財政健全化の双

方を同時に実現するため，「経済財政運営と改革の基本方針 2019」や「成長戦略実行計画」等

の各種政策を着実に実施してきたところである。 

新型コロナウィルス感染症に対しては，感染拡大防止に加えて，事業の継続と雇用の維持，生

活の下支えを当面最優先に全力で取り組む観点から，「新型コロナウィルス感染症に関する緊急

対応策」等を速やかに実施しているところである。 

県においては，茨城県総合計画により，時代の変化に的確に対応し，未来に希望を持つことが

できる「新しい茨城」づくりを推進するとともに，新型コロナウィルス感染症に対しては，県独

自の支援制度を含めて，スピード感を持ってさまざまな支援策を実施しているところである。 

 当公社においては，こうした国及び県の施策の方向性に歩調を合わせ，中小企業のニーズに即

した実効性のある事業を実施するとともに，新型コロナウィルス感染症に対しては，よろず支援

拠点等において，企業からのさまざまな相談に対応してきたところである。 

 実施事業について具体的には，販路開拓専門家による県内外の発注案件開拓を強化するととも

に，関東５県の中小企業支援機関が連携した広域商談会の開催や，首都圏で開催される専門展示

会への共同出展など，中小企業の受注機会の確保及び販路開拓を支援した。 

また，「いばらきチャレンジ基金」により，中小企業の新技術・新製品開発や海外販路開拓の

取組を支援した。 

さらに，ベンチャープラザやよろず支援拠点による経営・技術等に関する相談対応，知財総合

支援窓口による特許情報の活用，プロフェッショナル人材戦略拠点によるプロフェッショナル人

材を活用した経営革新の実現，生産性向上人材育成スクールによる中小企業の将来のリーダー候

補の育成等を支援した。 

 加えて，海外で開催される展示会への共同出展，専門家による商談マッチング等の支援など，

中小企業の海外販路開拓を促進するとともに，中小企業者における戦略的な外国への特許・商標

出願等を支援した。 

 このほか，平成２７年９月の関東・東北豪雨により被害を受けた県内中小企業の復興を支援す

るため，「茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金」により被災中小企業の復興イベン

ト開催等に必要な費用の一部を助成した。 

 なお，各事業の詳細は以下のとおり。 
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２ 実績 

 

(1) 下請振興事業  

県内外からの発注案件獲得を目指して販路開拓専門家（ビジネスコーディネーター）４人

と職員が連携し，積極的，かつ，迅速に県内中小企業への受注促進活動を展開した。 

また，関東５県（茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉）の各中小企業支援機関合同による「関

東５県ビジネスマッチング商談会 2019」を東京ビッグサイトで開催し，新たなビジネスチ

ャンスの開拓機会を提供した。 

さらに，「高精度・難加工技術展 2019」や「第 24 回機械要素技術展」など，主に首都圏

で開催される 3 つの専門展示会に茨城県ブースを設置して県内中小企業と共同出展し，本県

ものづくり企業の技術力や自社製品等の販路拡大を支援した。 

加えて，受発注登録企業データをインターネットで県内外に広く情報発信し，取引先の多

角化を支援するとともに，定期的な県内企業の業況調査を実施し，中小企業の実態把握に努

めた。 

このほか，受託事業として「県北ものづくり産業活性化支援事業」において，県北地域も

のづくり産業の活性化を図るために営業力強化や技術力向上等を支援するとともに，「下請

かけこみ寺事業」では取引に関する各種相談に対応し，問題解決のためのアドバイスを行っ

た。 

 

① 中小企業受発注拡大支援事業 【県補助事業（技術革新課）】 

県内中小企業の経営基盤の強化を促進するため，取引あっせん等の各種支援事業を実施

するとともに，各種調査の実施を通じて，取引あっせんに必要な情報収集を行った。 

また，他地域の取引振興支援担当者との情報交換を行うとともに，各種研修に参加し，

職員の資質向上に努めた。 

 

ア 受発注企業の登録促進 

区 分 
本 年 度 前年度 

登録数 登録(増加) 抹消(減少) 登録数 

企 業 数     2,283         12         10       2,281

 発注企業         620          1          1         620

受注企業       1,663         11         9       1,661
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イ 取引紹介あっせん実績                     （単位：円） 

区   分 本 年 度 前 年 度 比   較 

発注開拓企業件数 470 510    △   40

受注企業訪問件数 749 836  △  87

発注申し出件数 333 273 60

受注申し出件数 269 365   △  96

取引あっせん件数 1,310 1,504 △ 194

あっせん

結果 

成立件数 194 226 △  32

不成立件数 1,142 1,255 △  113

折衝中件数 377 403 △  26

年間受注金額 1,115,000,000 1,087,000,000 28,000,000

ウ 情報提供（ＦＡＸ，メルマガ等） 

(ｱ) 受発注ニュースの配信   7 回 

(ｲ)「茨城県企業データベース」による企業情報提供  2,003 社 

エ 各種調査及び情報収集 

(ｱ) 発注企業実態調査 

   調査時点：令和元年 7 月 1日 

   調査対象：424 社 

回 収 率：30.4％(129 社) 

(ｲ) 受注企業実態調査 

調査時点：令和元年 10 月 1 日 

調査対象：1,414 社 

回 収 率：30.3％(428 社) 

        (ｳ) 取引状況調査 

調査時点：令和 2 年 1月 1 日 

調査対象：1,419 社 

回 収 率：15.9％(225 社) 

(ｴ) 受・発注企業との情報交換会 

    日立グループとの情報交換会 

    開 催 日：令和元年 6 月 20 日 

   開催場所：水戸京成ホテル（水戸市） 

  参加企業：日立製作所及び関連会社：15 グループ・事業所 

オ 各種会議等 

(ｱ) 下請取引振興支援連絡会議等（関東甲信越静ブロック及び関東５県等） 3 回 

(ｲ) 中小企業大学校研修（中小企業大学校）                              1 回 

 

② ものづくり産業マッチング支援事業 【県補助事業（技術革新課）】 

ビジネスコーディネーター等による首都圏，隣接県等の発注企業への訪問を通じて本県

ものづくり中小企業の技術等をＰＲすることで，受注機会の確保を行った。 
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また，専門展示会への出展や技術提案型の商談会等を開催し，県内中小企業と発注企業

とのマッチングの機会を通じて販路開拓を支援した。 

さらに，ビジネス情報交換会を開催し，新規取引先の開拓や参加企業同士の情報交換の

場を提供した。 

 

ア ビジネスコーディネーター（4人） 

  発注企業訪問件数：418 件 

  発注案件獲得件数：275 件 

  あっ旋・紹介件数：461 件 

  成 立 件 数 ・ 金 額：96 件 585,000 千円（年間） 

イ 専門展示会への出展 

    (ｱ) 高精度・難加工技術展2019 

開 催 日：令和元年9月4日～6日 

 開催場所：パシフィコ横浜（神奈川県） 

 出展企業：13社 

      商談件数：882件 

      成立件数：15件（折衝中 37件） 

    (ｲ) 彩の国ビジネスアリーナ2020 

      開 催 日：令和2年1月29日～30日 

      開催場所：さいたまスーパーアリーナ（埼玉県） 

      出展企業：11社 

      商談件数：619件 

      折 衝 中：17件 

    (ｳ) 第 24 回機械要素技術展 

      開 催 日：令和 2 年 2 月 26 日～28 日 

      開催場所：幕張メッセ（千葉県） 

      出展企業：24 社 

      商談件数：102件 

      折 衝 中：11件 

            ※茨城県信用保証協会との共催による出展 

ウ 広域商談会の開催 

    (ｱ) 関東5県ビジネスマッチング商談会2019 

開 催 日：令和元年 9月 19 日 

開催場所：東京ビッグサイト（東京都） 

参加企業：発注企業 129 社（うち茨城 6 社） 

      受注企業 235 社（うち茨城 46 社） 

商談件数：364件（全体 1,460件） 

      成立件数：  8 件（全体 39 件）（折衝中 57 件） 

エ 提案型商談会の開催 

  開催回数：  6回 
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商談件数： 15件 

成立件数：  1件（折衝中 13件） 

    (ｱ) ㈱イクヨ（神奈川県） 

      開 催 日：平成31年4月9日 

      開催場所：㈱イクヨ本社厚木工場 

      参加企業：2 社（筑西市，結城市） 

    (ｲ) ＫＹＢ㈱（神奈川県） 

      開 催 日：平成31年4月10日 

      開催場所：紹介企業内 

      参加企業：3 社（牛久市，土浦市，日立市） 

(ｳ) ㈱イトーキ東光製作所（坂東市） 

      開 催 日：令和元年10月17日 

      開催場所：紹介企業内 

      参加企業：2 社（水戸市，茨城町） 

(ｴ) 旭化成㈱（東京都） 

      開 催 日：令和元年11月22日 

      開催場所：旭化成建材㈱（境町） 

      参加企業：3 社（古河市，筑西市，阿見町） 

(ｵ) ㈱ＬＩＸＩＬ 七光台工場（千葉県）・下妻工場（下妻市） 

      開 催 日：令和元年12月4日・12月20日 

      開催場所：㈱ＬＩＸＩＬ 七光台工場・下妻工場 

      参加企業：2 社（ひたちなか市，筑西市） 

(ｶ) 応用地質㈱（つくば市） 

      開 催 日：令和2年1月22日・2月13日 

      開催場所：紹介企業内 

      参加企業：3 社（筑西市，土浦市，行方市） 

   オ ビジネス情報交換会の開催 

 (ｱ) ビジネス情報交換会 

開 催 日：令和元年 8月 8 日 

      開催場所：水戸京成ホテル 

      参加企業：76 社（101 人） 

 

  ③ 県北ものづくり産業活性化支援事業 【県受託事業（技術革新課）】 

    県北ものづくり産業の活性化を図るため，中小企業の営業力強化や技術力向上等の支援

に取り組み，提案型企業への転換を図るとともに，新たな販路開拓に向けた支援を強化し

た。 

 

   ア コーディネーターの配置 

     県北活性化コーディネーター  １人 

   イ 他の支援機関との連携 

- 5 -



     随時 

   ウ 販路開拓支援及び技術力・生産性向上支援 

    (ｱ) 営業力強化企業への支援（助成事業） 16 件 ※交付決定後に 1 件事業中止 

    (ｲ) チームによる支援（専門家派遣事業）  7 件 

  エ 担当者会議及び協議会等への参加 

   (ｱ) 担当者会議   1 回 

   (ｲ) 協議会     1 回 

 

【公募及び交付決定状況】                     （単位：円） 

区分  
営業力強化企業への支援 チームによる支援 合 計 

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 

公募期間 

（4月11日～ 

 5 月 10 日） 

17 9,328,000 7 7,916,796 24 17,244,796

 

④ 下請かけこみ寺事業 【国受託事業（全国中小企業取引振興協会）】 

下請取引に関する窓口を開設し，各種相談への対応や裁判外紛争解決（ADR）を図ると

ともに，下請ガイドラインの普及啓発によって下請取引の適正化を図った。 

また，企業間取引に関する様々な相談に対応するため，弁護士による移動法律相談を開

催し，中小企業からの各種相談に対応した。 

 

   ア 各種相談への対応 

     相談件数：136件 

   イ 移動法律相談会の開催（6回） 

     開 催 日：令和元年8月～令和2年1月（各月） 

     開催場所：水戸市，つくば市 

     相談件数：9件 

 

  ⑤ その他 

    公募により採択を決定する補助金等について，中小企業者等の試作品開発や設備投資を

促進するため，補助金申請の相談や申請書作成を支援した。また，先端設備導入を通じて

労働生産性向上を図り，税制支援等を受けるため，計画策定の相談や計画書作成を支援し

た。 

    

   ア 平成30年度補正ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金 

    (ｱ) 第１次公募（公募期間：平成31年2月18日～令和元年5月8日） 

       公社認定件数：35件 （茨城県：367件） 

       公社採択件数：24件 （茨城県：206件） 

       公社採択率：68.6％ （茨城県：56.1％） 
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     (ｲ)  第2次公募（公募期間：令和元年8月19日～9月20日） 

        公社認定件数：10件 （茨城県：138件） 

公社採択件数： 4件 （茨城県： 59件） 

       公社採択率：40.0％（茨城県：42.7％） 

     イ 生産性向上特別措置法 先端設備等導入計画 

      公社認定件数：35件（申請：23件，変更申請12件） 

   

(2) いばらきチャレンジ基金事業 

   人口の減少や経済のグローバル化など社会の変化に対応し，本県の産業を継続的に発展さ

せるため，平成３０年１０月に造成した「いばらきチャレンジ基金」により，最先端の科学

技術やものづくり産業が集積する本県の強みを最大限に活かした新技術・新製品開発や新た

な市場の獲得に向けた販路開拓等のチャレンジを促進した。 

 

① 新技術・新製品開発促進事業（複数年型・単年度型） 

【国貸付金（中小企業基盤整備機構）・県貸付金（産業政策課）・県補助事業（産業政策課）】 

   新技術・新製品の開発又はそれらを活用した新サービスの開発を支援した。 

(複数年型：助成期間２年 助成限度額 ５００万円 助成率２/３ 財源 基金運用益) 

(単年度型：助成期間１年※当該年度内 助成限度額 ２５０万円 助成率２/３  

財源 県補助金) 

 

 ② 海外販路開拓促進事業【県補助金（産業政策課）】 

      海外の展示会出展を核とする販路開拓を支援した。 

    (助成期間 １年※当該年度内 助成限度額 １００万円 助成率２/３ 財源 県補助金) 

 

【申請・交付件数等一覧】                          （単位：円） 

区分 
申込 決定 確定 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

新技術・新製品開発 

促進事業（複数年型） 

4 20,000,000 2 10,000,000 0 0

新技術・新製品開発 

促進事業（単年度型） 
16 36,218,000 16 36,218,000 13 25,876,000

海外販路開拓促進事業 17 15,149,000 17 14,999,000 17 13,271,000

合計 37 71,367,000 35 61,217,000 30 39,147,000

 ※新技術・新製品開発促進事業（複数年型）の決定 2 件は令和 2 年度に確定予定 

※新技術・新製品開発促進事業（単年度型）の決定 16 件のうち 3 件は事業中止 

 

- 7 -



(3) 新事業支援事業 

中小企業の経営資源の確保及び新事業創出を図るため，新事業創出拠点設置運営事業及び

スタートアップ支援事業により，「ベンチャープラザ」に創業，経営・技術等の分野に精通

した専門家を配置し，経営全般，販路開拓，加工技術，生産管理，品質管理，資金調達など

の幅広い分野での相談に対応したほか，エキスパートを中小企業等に派遣し，経営・技術の

課題解決を支援した。 

また，ものづくり高度化法の認定を受けた中小企業等による研究開発，その試作等の取組

を支援したほか，経営革新計画の承認を受けた中小企業に対して専門家によるフォローアッ

プを実施するとともに，茨城県内の創業を促進するため創業支援を行う商工会等の関係機関

とのネットワークの構築を通じての創業支援，社会的課題に対して効果的な起業をする者に

対する助成及び伴走支援を行った。 

さらに，プロフェッショナル人材を活用して攻めの経営を行う中小企業を支援するため，

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置してプロフェッショナル人材の採用を促進した。  

加えて，中小企業の困難，かつ，高度な経営・技術の課題に対する支援として「よろず支

援拠点」を設置し，各支援機関・金融機関・商工会議所・商工会等と連携してコーディネー

ターがワンストップで相談対応したほか，中小企業の将来のリーダー候補等を対象に，東京

大学ものづくりインストラクタ―養成スクールと連携して「いばらき生産性向上人材育成ス

クール」を開講し，広い視野で生産現場の改善等を行う中核人材の育成を支援した。 

 

  ① 新事業創出拠点設置運営事業 【県補助事業（産業政策課）】 

    中核的支援機関として中小企業の経営資源の確保及び新事業創出を行う事業を実施す

るための支援体制を構築した。 
 

  ② スタートアップ支援事業 【県補助事業（技術革新課）】 

公社内にベンチャープラザを設置し，創業支援や経営・技術等の分野に精通したコーデ

ィネーター（中小企業診断士等）が課題解決を支援するほか，創業を目指す者又は創業間

もない者を対象にセミナー等を開催した。 

 

   ア 専門家相談窓口運営 

(ｱ) 専門家の配置（交代で相談窓口に配置） 

職 名 人数 専 門 分 野 等 

プロジェクトマネージャー 1 経営・技術全般 

コーディネーター 6 
経営全般，財務，資金，マーケティング，情報，

創業者育成，税務等（予約制３人を含む。） 
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 (ｲ) 相談実績 

項目 

 

 

業種 

相談

企業数

相談等 

延件数 

主 な 相 談 内 容 

経営

全般 

ﾏｰｹﾃ

ｨﾝｸﾞ

資金

調達
法務 労務 税務 技術

ﾋﾞｼﾞﾈ

ｽﾌﾟﾗﾝ
IT

事業 

提携 

会社 

設立 
ISO 

補助金

助成金

生産性

向上

その

他

製造業 610 699 70 50 21 3 11 3 36 21 25 7 1 47 42 58 304

卸・ 

小売業 
74 102 23 23 17 1 2 0 1 8 1 1 1 0 2 4 18

ｻｰﾋﾞｽ

業 
182 250 70 15 27 12 22 6 3 21 6 3 7 3 21 0 34

建設業 34 43 6 3 6 1 0 4 1 5 4 0 0 2 0 1 10

情報 

通信業 
22 24 2 0 1 3 0 0 7 1 1 0 1 4 1 0 3

その他 110 132 32 5 16 2 1 2 5 5 1 0 1 2 6 4 50

計 1,032 1,250 203 96 88 22 36 15 53 61 38 11 11 58 72 67 419

     注１ 「項目」欄について 
           相談内容は，相談の主な内訳（１回の相談で複数相談がある場合も含む。） 
     注２  「業種」欄について 
         「その他」には，個人，創業予定者等が含まれる。 

 

③ 中小企業エキスパート派遣事業 【県補助事業（技術革新課）・企業負担金】 

    中小企業が抱える経営面や技術面の課題を解決するため，エキスパート（中小企業診断

士，大手企業の元技術者等）を派遣して支援した。 

 

ア 総括テクノエキスパートの配置 

職 名 人数 専 門 分 野 等 

総括テクノエキスパート 4 企業等の研究者・技術者等 

   イ エキスパート派遣 

派遣企業：121社 

派遣日数：794日 

   ウ 主な支援内容 

生産工程改善，加工技術向上，技能資格取得，商品開発，販路開拓等 

 

④ 戦略的基盤技術高度化支援事業 【国補助事業（関東経済産業局）】 

     ものづくり高度化法の認定を受けた中小企業等又は地域未来投資促進法の承認を受

けた中小企業等による，ものづくり高度化法に基づく情報処理，精密加工，立体造形等

の 12 技術分野の向上につながる研究開発，その試作等の取組を支援した。 

   ア 開発テーマ 

   「自己洗浄能力を有する高機能次世代グローブボックスの開発」 

 イ 実施体制 

     株式会社ヨシダ（代表事業管理機関） 
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     当公社（事業管理機関） 

     国立研究開発法人産業技術総合研究所 

     国立大学法人茨城大学 

     茨城県産業技術イノベーションセンター 

     ボールウェーブ株式会社 

   ウ 交付決定日（今年度分） 

     令和元年 8月 26 日 

   エ 補助金の確定額（今年度分） 22,446,898 円 

（うち株式会社ヨシダの額 16,829,619 円） 

（うち当公社の額           5,617,279 円） 

   オ 管理員の配置 

     2人 

 

⑤ 経営革新フォローアップ専門家派遣事業 【県受託事業（中小企業課）】 

    経営革新計画の承認を受けた中小企業が抱える計画遂行上の課題解決を支援するため,

中小企業診断士やコンサルタント等の専門家を派遣した。 

 

ア 専門家派遣 

派遣企業：50社 

派遣日数：50日 

 

※登録専門家数 656人（上記③⑤に係る専門家派遣事業の登録者） 

  登録専門家の保有資格等内訳（重複あり） 

資格等 人数 資格等 人数 資格等 人数  

中小企業診断士 120 弁理士 4 品質ｼｽﾃﾑ審査員 26

公認会計士 9 社会保険労務士 47 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ審査員 25

税理士 30 経営コンサルタント 6 ＩＴコーディネータ 30

情報処理技術者 34 技術士，技術士補 83 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ審査員 1

弁護士 5 ｴﾈﾙｷﾞｰ管理士 16 ｴｺｱｸｼｮﾝ21審査員 4

経営士 23 一級建築士 17  

 

⑥ いばらき創業１０，０００社プロジェクト事業 【県受託事業（技術革新課）】 

茨城県内の創業を促進することを目的とし，市町村における創業支援事業計画の策定支

援，創業支援を行う商工会等の関係機関とのネットワークの構築を通じて創業を支援した。 

 

ア コーディネーターの配置 

相談体制：1人（中小企業診断士） 

   イ 創業支援ネットワーク会議の開催  

(ｱ) 第1回 
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       開 催 日：令和元年5月13日 

       開催場所：ホテルグランド東雲（つくば市） 

       開催内容：第１部「施策紹介」 

「国の創業支援施策について」 

経済産業省関東経済産業局産業部中小企業課 

「県の創業支援施策について」 

   茨城県産業戦略部技術振興局技術革新課 

第２部「先進事例紹介」 

           「起業教育の現在と清真学園起業ゼミの取り組み」 
  学校法人清真学園高等学校・中学校 

教諭 稲葉 寿郎 氏 
「女性起業家の課題」 

           吉村経営コンサルタント 代表 吉村千鶴子 氏 
         第３部「情報交換会」 

   出 席 者：85 人 

(ｲ) 第2回 

   開 催 日：令和元年7月22日 

   開催場所：ホテルテラスザガーデン水戸（水戸市） 

開催内容：第１部「基調講演」 

「中小機構における起業・ベンチャー支援のご紹介」 

独立行政法人中小企業基盤整備機構関東本部連携支援部連携推進課 

「創業支援担当者セミナー」 

            これだけはおさえておきたい効果的な創業支援の実施ポイント 
  株式会社ハーモニーリンク 代表取締役 馬込 正 氏 

         第２部「情報交換会」 

出 席 者：73人 

(ｳ) 第3回 

        開 催 日：令和元年11月1日 

        開催場所：ホテルグランド東雲（つくば市） 

        開催内容：第１部「基調講演」 

「人口1500人でも生まれる創業機運の作り方」 

  一般社団法人ソシオデザイン 代表理事 大西 正泰 氏 
「地方において創業すること」 

            株式会社ドロップ 代表取締役 三浦 綾佳 氏 
          第２部「情報交換会」 

     出 席 者：44 人 

 (ｴ) 第4回 

    開 催 日：令和2年2月13日 

     開催場所：ホテルテラスザガーデン水戸（水戸市） 

開催内容：第１部「基調講演」 

「起業支援の現場で求められていること」 
  一般社団法人茨城県女性起業家支援ネットワーク 

 代表理事 松橋 裕子 氏 

「市町村等における取組・事例の紹介」 

              ・水戸市産業経済部商工課 
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             ・日立市産業経済部商工振興課 
             ・結城商工会議所 
             ・一般社団法人とりで起業家支援ネットワーク 
             ・つくば市経済部スタートアップ推進室 
             ・株式会社つくば研究支援センター 

          第２部「情報交換会」 

出 席 者：54人 

 

⑦ 地域課題解決型起業支援事業 【県補助事業・受託事業（技術革新課）】 

    県内経済の活性化に資するため，社会的課題に対して効果的な起業をする者に対して， 

起業支援金を助成するとともに伴走支援を行った。 

 

ア 起業支援金の交付 

   (ｱ) 申請件数 

     10 件 

   (ｲ) 書面審査の実施 

     10 件の申請に対して書面審査を実施した結果，7件を審査委員会に諮問すること    

となった。 

   (ｳ) 審査委員会の開催 

      日  時：令和元年 9 月 18 日（水） 

      開催場所：茨城県産業会館 

      申請件数：7 件 

      採択件数：7 件  

   (ｴ) 起業支援金の交付件数 

     6 件（1 件事業中止） 

イ 伴走支援 

   (ｱ) コーディネーターの配置 

     1 人 

   (ｲ) 伴走支援の実施 

    地域課題解決型起業支援金事業への申請を考えている者に対して起業支援金の概 

要，申請に当たっての注意点（補助対象経費の説明，事業期間など）を説明するとと 

もに，事業計画作成に当たっての助言等を行った。 

同事業交付決定者に対しては，事業を円滑に推進できるよう， 企業訪問等を通じ 

て経営面，財務面等について支援を行った。 

 

⑧ プロフェッショナル人材戦略拠点事業 【県受託事業（産業政策課）】  

    公社内に「茨城県プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し，プロフェッショナル人

材の活用による企業の経営革新の実現を促すため，マネージャー等を配置してプロフェッ

ショナル人材の採用を支援した。 

 

ア マネージャー等の配置 

(ｱ) 相談体制：5 人（戦略マネージャー1 人，サブマネージャー4 人） 
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(ｲ) 相談件数：621 件 

(ｳ) 成約件数：107 件（74 社） 

イ セミナーの開催 

(ｱ) 茨城県プロフェッショナル人材戦略拠点セミナー 

 ａ  第１回 

        開 催 日：令和元年8月6日 

        開催場所：ホテルレイクビュー水戸（水戸市） 

        開催内容：第１部「基調講演」 

演  題：「経営戦略としてのワーク・ライフバランス」 

講  師：株式会社ワーク・ライフバランス  

代表取締役社長 小室 淑恵 氏 

第２部「茨城県プロフェッショナル人材戦略拠点について」 

              ・事業紹介 

・活用事例紹介 

             参加者：74 人 

b  第２回 

        開 催 日：令和2年2月13日 

        開催場所：㈱常陽銀行つくばビル10階大会議室（つくば市） 

        開催内容：第１部「茨城県プロフェッショナル人材戦略拠点について」 

              ・事業紹介 

              ・活用事例紹介 

              ・㈱常陽産業研究所における事業紹介 

               経営コンサルティング部 担当部長 柴沼 章 氏 
第２部「基調講演①」 

演  題：「常陽銀行におけるワーク・ライフバランスの取り組みに 

ついて」 

講  師：株式会社常陽銀行 

人事部人材開発戦略室 係長 小林 仁美 氏 

「基調講演②」 

演  題：「パーソルキャリアにおける「顧問」サービスへの取り組 

み状況と活用事例について」 

講  師：パーソルキャリア株式会社 

ｉ－ｃｏｍｍｏｎ タレントアライアンス事業部 

マネージャー 西田 航 氏  

                          参加者：75 人 

ウ 協議会の開催 

(ｱ) 全体連携会議 

ａ 第１回 

   開 催 日：令和元年6月20日 

        開催場所：ホテルレイクビュー水戸（水戸市） 
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        出 席 者：55人 

            ｂ 第２回 

         開 催 日：令和2年2月19日 

         開催場所：ホテルレイクビュー水戸（水戸市） 

出 席 者：44人 

(ｲ) 民間人材ビジネス登録事業者連携会議 

ａ 第１回（求人企業プレゼンテーション） 

  開 催 日：令和元年5月22日 

        開催場所：茨城県産業会館「研修室」（水戸市） 

        出 席 者：31人 

ｂ 第２回（登録事業者との意見交換会） 

        開 催 日：令和元年6月20日 

        開催場所：ホテルレイクビュー水戸（水戸市） 

     出 席 者：30 人 

ｃ 第３回（求人企業プレゼンテーション） 

  開 催 日：令和元年7月16日 

        開催場所：茨城県産業会館「研修室」（水戸市） 

        出 席 者：26人 

ｄ 第４回（求人企業プレゼンテーション） 

   開 催 日：令和元年9月19日 

        開催場所：ホテルグランド東雲（つくば市） 

        出 席 者：26人 

ｅ 第５回（求人企業プレゼンテーション） 

        開 催 日：令和元年10月24日 

        開催場所：茨城県産業会館「研修室」（水戸市） 

出 席 者：25人 

f 第６回（求人企業プレゼンテーション） 

        開 催 日：令和元年11月21日 

        開催場所：ホテルグランド東雲（つくば市） 

出 席 者：24人 

g 第７回（民間人材ビジネス事業者とのフォローアップ報告会） 

開 催 日：令和元年12月16日，17日，18日，19日 

         開催場所：茨城県産業会館「中会議室」（水戸市） 

出 席 者：民間ビジネス登録事業者29社 

h 第８回（求人企業プレゼンテーション） 

    開 催 日：令和2年2月13日 

         開催場所：常陽銀行つくばビル（つくば市） 

        出 席 者：29人 

i 第９回（登録事業者との意見交換会） 

         開 催 日：令和2年2月19日 
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         開催場所：ホテルレイクビュー水戸（水戸市） 

出 席 者：26 人 

 

⑨ よろず支援拠点事業 【国受託事業（関東経済産業局）】 

     公社内に「茨城県よろず支援拠点」を設置し，中小企業・小規模事業者の経営支援体

制を更に強化するため，コーディネーター等を配置して既存の支援機関では十分に解決

できない経営相談等に対して総合的に支援した。 

 

ア コーディネーター等の配置 

(ｱ) 相談体制 

職 名 人数 専 門 分 野 等 

チーフコーディネーター 1人 経営全般（中小企業診断士） 

サブチーフコーディネー

ター 

1人 経営全般（中小企業診断士） 

コーディネーター 18人 経営全般（中小企業診断士，経営コンサルタント）

技術全般（大手企業の技術者等） 

(ｲ) 活動実績 

  相談対応件数：14,699件 

※全国第3位の相談対応件数 

イ 周知セミナーの開催 

(ｱ) 茨城県よろず支援拠点セミナー（第1回） 

       開 催 日：令和元年7月2日（火） 

       開催場所：ホテルグランド東雲（つくば市） 

       開催内容：第１部「事業紹介」 

・事業紹介 

・支援成果事例紹介 

第２部「施策紹介」 

①テーマ：人手不足対策！ 

「高度外国人材の活用～採用・育成・定着のために～」 

説明者：日本貿易振興機構 茨城貿易情報センター 

係長 小田倉 千明 氏 

    ②テーマ：生産性向上支援！ 

「いばらき生産性向上人材育成スクール」 

説明者：茨城県よろず支援拠点 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 本堂 一郎 

            第３部「基調講演会」 

演題：日本企業の生産性のポテンシャル 

～組織力を高めて「良い流れ」をつくる～ 

講師：東京大学大学院経済学研究科 教授 藤本 隆宏 氏 

            第４部「交流会」 
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       参 加 者：112人 

ウ 専門セミナーの開催 

(ｱ) 儲かる生産性向上（本堂CO）＜開催 3回，参加者 29人＞ 

     (ｲ) 戦略的事業承継セミナー（桑原CO）＜開催 5回，参加者 35人＞ 

     (ｳ) 人手不足の対応を考える（宇都木CO，畠山CO）＜開催 3回，参加者 33人＞ 

     (ｴ) IoTで生産性向上の第一歩を踏み出そう！（田崎CO，依田CO） 

＜開催 2回，参加者 14人＞ 

     (ｵ) 事業の出口戦略（福永CO）＜開催 1回，参加者 11人＞ 

     (ｶ) スマホ・タブレットで始める事務作業効率化の第一歩（大内CO） 

＜開催 3回，参加者 9人＞ 

(ｷ) 5G時代の到来（荷口CO）＜開催 3回，参加者 25人＞ 

(ｸ) 最新のAR技術を実体験！ものづくり技能継承・人材確保・育成への取組 

（今久保CO）＜開催 1回，参加者 9人＞ 

(ｹ) 水戸京成ホテルの元総支配人に学ぶ，儲かるカフェ・レストランの経営手法 

（福永CO）＜開催 2回，参加者 23人＞ 

(ｺ) 生産現場の“見える化”で会社をスマートに強くできます！（今久保CO） 

＜開催 1回，参加者 7人＞ 

(ｻ) ITを活用した事務処理の生産性向上セミナー（宮田CCO） 

＜開催 3回，参加者 49人＞ 

     (ｼ) 業務効率向上のためのＩＴ活用術（依田CO）＜開催2回，参加者12人＞ 

(ｽ) 初歩から学ぶスモールＭ＆Ａ（清瀬SCO）＜開催2回，参加者15人＞ 

(ｾ) 多様な人材活用による成長を目指して（堀田CO）＜開催1回，参加者8人＞ 

(ｿ) 農業向け求人サイトの活用に関する研修会（堀田CO，畠山CO） 

＜開催1回，参加者44人＞ 

(ﾀ) 外国人採用徹底解説！！（松本CO）＜開催1回，参加者6人＞ 

エ 連携会議（地域支援機関連携フォーラム）の開催 

(ｱ) 第１回 

       開 催 日：令和元年6月24日（月） 

       開催場所：茨城県産業会館「大会議室」（水戸市） 

       出 席 者：66人       

 (ｲ) 第２回 

       開 催 日：令和2年1月20日（月） 

       開催場所：茨城県産業会館「中会議室A」（水戸市） 

       出 席 者：21人 

オ サテライト拠点の開設 

(ｱ) サテライト拠点／個別相談会 

ａ つくば研究支援センター／12 回開催（毎月 1 回・4 月～3 月） 

  ｂ ひたちなかテクノセンター／12 回開催（毎月 1回・4 月～3月） 

  ｃ 日立地区産業支援センター／12 回開催（毎月 1回・4 月～3月） 

  ｄ 常陽銀行／11 回開催（毎月 1 回・4 月～2 月） 
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   ｅ 筑波銀行／11 回開催（毎月 1 回・4 月～2 月） 

  ｆ 水戸信用金庫／10 回開催（毎月 1 回・5 月～2 月） 

  ｇ 結城信用金庫／5 回開催（隔月 1 回・5月～2 月） 

  ｈ 茨城県信用組合／11 回開催（毎月 1回・4 月～2月） 

  ｉ 商工組合中央金庫／12 回開催（毎月 1 回・4 月～3 月） 

  ｊ 日本政策金融公庫／11 回開催（毎月 1～3 回・8 月～3 月） 

カ よろずＣａｆｅの開催 

(ｱ) 孫氏の兵法学ぶ経営のポイント（宮田CCO）＜開催 2回，参加者 22人＞ 

     (ｲ) 低体温負債が会社を破綻させる（宮田CCO，大内CO）＜開催 1回，参加者 10人＞ 

     (ｳ) 中小企業が生き残るために必要なこと（宮田CCO）＜開催 2回，参加者 13人＞ 

     (ｴ) 生き残り戦略の作り方（宮田CCO）＜開催 2回，参加者 9人＞ 

     (ｵ) インバウンド誘客（堀田CO）＜開催 1回，参加者 10人＞ 

     (ｶ) 経営をデザインする方法（宮田CCO）＜開催 4回，参加者 42人＞ 

 (ｷ) 無料ホームページを作ってみよう！(田崎CO,依田CO)＜開催 3回，参加者 9人＞ 

 (ｸ) ビジネスで役に立つＩＴ活用術（依田CO）＜開催 3回，参加者 28人＞ 

 (ｹ) スマホでフード撮影（保坂CO）＜開催 3回，参加者 21人＞ 

 (ｺ) 誰にでも分かるクラウドファンディング（宮田CCO）＜開催 2回，参加者 28人＞ 

(ｻ) 効果的なテストマーケティングとは？（林CO）＜開催 1回，参加者 18人＞ 

(ｼ) 困ったときのアイデア発想（樋口CO，小野瀬CO）＜開催 3回，参加者 8人＞ 

(ｽ) クラウドファンディング実践編（宮田CCO）＜開催 2回，参加者 24人＞ 

(ｾ) 超カンタン初歩から学ぶスモールM&A入門(清瀬SCO)＜開催 1回，参加者 10人＞ 

 キ 茨城県連携パートナー制度研修会の開催 

  (ｱ) 第１回 

開 催 日：令和元年9月9日 

開催場所：ホテルレイクビュー水戸（水戸市） 

参 加 者：57人 

     (ｲ) 第２回 

開 催 日：令和2年2月4日 

開催場所：つくば研究支援センター（つくば市） 

参 加 者：48人 

 

⑩ いばらき生産性向上人材育成スクール開催事業 【企業負担金】 

     中小企業における将来のリーダー候補等を対象に，広い視野で生産現場の改善等を行

う能力を育成するため，生産性向上等の講義と現場実習からなる「いばらき生産性向上

人材育成スクール」を開講して支援した。 

 

ア スクールの開催 

      日  時：令和元年 9 月 14 日（土）～11 月 16 日（土）（計 17 日開催） 

      開催場所：（講  義）茨城県産業会館 

           （現場実習）県内中小企業 3 か所 
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      受講者数：11 人（中小企業の現役社員 11 人，企業 OB 0 人） 

      講  師：本堂校長，国谷氏，堀井氏，御代川氏（東京大学ものづくりインストラ

クタ―養成スクール修了生）ほか 4 人 

      内  容：（講  義）設計から製造，販売までの生産全体を通じて，効果的なコ

スト低減やリードタイム短縮等について講義する。 

（現場実習）講義で身につけた知識のもと，受講生4～5人で構成される

チームに分れて県内中小企業で現場実習を行い，現場改善

案の作成等を行う。 

 

(4) 知財総合支援窓口事業 

知財支援専門員常駐の「知財総合支援窓口」を設置し，県内企業が抱える知的財産に関す

る悩みや課題に対して知財支援専門員が知財専門家（弁理士・弁護士）や支援機関と連携し

ながらワンストップサービスで解決を図ったほか，特許情報等の検索等のサポートや，知財

戦略の計画策定段階から権利の取得等に至るまで幅広い相談に応じるなど，知財に関して総

合的な支援を実施した。 

また，「いばらき知的財産戦略」（平成１７年２月策定）に基づき，知的財産に立脚した

強い企業づくりを推進するため，大企業や大学，研究機関等が保有する開放特許について中

小企業等へ情報を提供したほか，開放特許に関するデータベースを作成し，公社ホームペー

ジで情報提供を行った。 

さらに，大学，研究機関等が保有する特許や研究成果等の最新技術の活用を支援するため，

技術シーズ（アイデア，技術等の種）の発表会及び実用化検討会を開催し，県内企業の新技

術の導入や新製品の開発等を支援した。 

 

① 知財総合支援窓口事業 【国請負事業（（独）工業所有権情報・研修館）】 

「知財総合支援窓口」を設置し，４人の知財支援専門員が中小企業等からの知的財産に

関する相談に対応したほか，課題内容に応じて知財専門家（弁理士・弁護士）を派遣し，

総合的に支援した。また，当窓口の普及啓発を促進するため，知財支援専門員及び知財ア

ドバイザー（２人）が企業訪問等を実施した。 

 

ア 相談等件数 

知財支援専門員４人が知財に関する相談をワンストップで受け付け対応した。また，

インターネットを利用し，産業財産権情報（特許・実用新案・意匠・商標の公報類等）

を無料で閲覧できる特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）を活用して既に出願され

ている内容等の検索・操作方法を支援した。 
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区分 

 

相談支援件数 専門家活用件数(配

置専門家による窓

口相談含む。) 

新規相談件数 

 

茨城県の特色を踏

まえた支援（食品

，中小企業海外展

開，中小企業）件

数 

件数 2,600 370 371 1,552 

 

② 技術移転推進事業 【県補助事業（技術革新課）】 

特許流通コーディネーター１人が，大学や研究機関等が保有する開放意志のある特許等

について発掘を行うとともに，新技術の導入や新製品の開発等を行おうとする県内中小企

業等に対し，技術移転の仲介支援等を行った。 

 

   ア 開放特許の発掘・登録促進・データベース化 

公開数：大企業・大学・研究機関等 1,231件 

イ 特許技術の紹介・仲介 

技術提供側の保有する提供可能な特許等の発掘を行うとともに，技術導入側の特許等

に関する導入ニーズを把握し，技術移転の仲介支援（企業マッチング）を行った。 

     技術紹介：60件 

     仲介支援： 1件（実施許諾契約締結） 

   ウ シーズ発表会 

大学や研究機関と県内中小企業等との技術交流会として技術シーズ発表会を開催し，

中小企業等が求める新技術や最新情報の収集及び発表者と意見交換できる場を提供す

ることで，知的財産の活用や特許等の技術移転の促進を支援した。 

(ｱ) 茨城大学との技術交流会 

      開 催 日：令和元年 8 月 20 日（火） 

      開催場所：茨城大学工学部（日立市） 

      開催内容：生産性向上や新製品・新サービスを創出するＩｏＴ，ＡＩ技術に関する

研究紹介と題して研究者と中小企業等との技術交流会を開催した。 

      参 加 者：46 人（28 社） 

   エ シーズ実用化検討会 

シーズ発表会等で発表された技術シーズや大学・研究機関等で保有する特許・技術シ

ーズ等について，中小企業者等が技術移転による新製品や新技術の開発及び新分野進

出のための検討材料として発明者や研究者等とより詳細な技術情報の収集と意見交換

を行う機会を設けた。 

     (ｱ) 国立大学法人茨城大学（工学部）とのシーズ検討会 

      開 催 日：令和元年 7 月 1 日（金） 

      開催場所：当該大学内（日立市） 

紹介企業：当該大学及び当公社各種専門家により紹介先を検討  
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      開催内容：当該大学の特許（合金接合材による接合層構造及びその形成方法等）に

ついて県内中小企業への技術移転を仲介・支援した。 

     (ｲ) 国立大学法人茨城大学（農学部）とのシーズ検討会 

      開 催 日：令和元年 9 月 19 日（木） 

      開催場所：当該大学内（阿見町） 

紹介企業：1社（小美玉市） 

      開催内容：当該大学の特許（農業用植物の熱ショック処理装置及び熱ショック処理

方法）について県内中小企業への技術移転を仲介・支援した。 

     (ｳ) 茨城県産業技術イノベーションセンターとのシーズ検討会 

    開 催 日：令和元年 9月 30 日（月） 

      開催場所：紹介企業内 

紹介企業：1社（石岡市） 

      開催内容：当該センターの研究成果（画像センサーによる傷検出，ＡＩ処理技術）

について県内中小企業への技術移転を仲介・支援した。 

 (ｴ) ㈱日立パワーソリューションズとのシーズ検討会 

      開 催 日：令和元年 12 月 12 日（木） 

      開催場所：紹介企業内 

紹介企業：1社（水戸市） 

      開催内容：当該企業の特許（ステルス印字対応個体管理システム）について県内中

小企業への技術移転を仲介・支援し，実施許諾契約を締結するに至った。 

 

(5) 情報化，国際化，人材育成支援事業 

公社ホームページ及びメールマガジンを通じて国，県等の中小企業支援施策及び国際ビジ

ネス情報を提供し，中小企業の経営力強化を支援するとともに，中小企業における受発注や

販路の拡大，自社のＰＲ等を支援するオンライン上の「茨城県企業データベース」の活用促

進を図った。 

また，経済のグローバル化が進展し，国内市場の縮小が予想される中で，県内中小企業の

海外販路開拓を一層促進するため，アジアで開催された展示会等に茨城県ブースを設置し，

中小企業者の出展を支援するとともに，専門家による海外の取引見込先等へのフォローアッ

プを充実させ，取引マッチングの促進を図った。 

さらに，中小企業の国際化への対応を支援するため，貿易相談の実施や貿易実務研修を開

催するなど総合的に支援した。 

このほか，知財総合支援窓口と連携し，中小企業者における戦略的な外国への特許・商標

出願を支援した。また，経営に関するスキルアップを図るため，財務会計等に精通した人材

の育成を支援した。 

 

① 中小企業情報発信事業 【県補助事業（技術革新課）】 

    公社ホームページ及びメールマガジンを通して国，県等の中小企業支援施策等の情報を

提供するとともに，「茨城県企業データベース」を運営し，中小企業における受発注や販

路の拡大，自社のＰＲ等を支援した。 
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   ア 「茨城県企業データベース」による情報化支援 

     茨城県企業データベースの登録件数：2,003件 

   イ ホームページ等による情報提供 

    (ｱ) 公社ホームページのアクセス件数：49,859件 

      サイト内の各コンテンツ等の総アクセス件数：558,792件 

    (ｲ) メールマガジンの配信 

      配 信 先：5,152件 

      配信回数：   51回 

   ウ 相談窓口業務による情報提供 

     企業・支援機関，支援施策等に関する情報提供：703件 

エ 各種情報媒体による情報提供 

    (ｱ) 経済，経営，産業関係図書         5種 

     (ｲ) 月刊・機関誌，新聞，ビデオ，ＣＤ          9種 

(ｳ) 閲覧・貸出実績                           4件 

 

② いばらきグローバルビジネス推進事業 【県受託事業（グローバル戦略チーム）】 

    食品及びものづくり分野の県内中小企業等の海外展開を促進するため，専門家による支

援や展示商談会への出展支援を実施した。また，海外展開に関する相談対応や貿易実務研

修を開催した。 

 

   ア 海外展開推進員の配置と支援企業 

    (ｱ) 専門家 

職 名 人 数 業 務 内 容 

海外展開推進員 2 人 個別企業の事業計画策定，商談マッチング，

フォローアップ等 

(ｲ) 支援企業 

  県内中小企業 

(ｳ) 活動実績 

区  分 件  数 

訪問件数 

買い手企業訪問件数 58 件

売り手企業訪問件数 85 件

その他関係機関等訪問件数 19 件

マッチング件数 57 件

   イ 展示商談会への出展支援 

    (ｱ) Food Expo 2019 

      開 催 日：令和元年 8 月 15 日～17 日 

      開 催 場 所：香港コンベンション＆エキシビションセンター（香港） 

      出展企業数：8 社 
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      商 談 件 数：696 件 

成 約 件 数：5 社 6 件（当初成約金額 26,046 千円，年間取引金額 42,931 千円） 

    (ｲ) 沖縄大交易会 2019 

      開 催 日：令和元年 11 月 14 日～15 日 

      開 催 場 所：沖縄コンベンションセンター 

      出展企業数：10 社 

      商 談 件 数：104 件 

成 約 件 数：2 社 7 件（当初成約金額 10,740 千円，年間取引金額 17,780 千円） 

    (ｳ) METALEX 2019 

      開 催 日：令和元年 11 月 20 日～23 日 

      開 催 場 所：BITEC（タイ・バンコク市） 

      出展企業数：6 社 

      商 談 件 数：277 件 

       成 約 件 数：2 社 3 件（当初成約金額 1,720 千円，年間取引金額 3,920 千円） 

ウ 海外販路促進ＰＲイベント 

(ｱ) Mitsuwa MarketPlace 「旨いもの紀行 Japanese Gourmet Fair」 

      開 催 日：令和元年 6 月 8 日～9 日 

      開 催 場 所：Mitsuwa MarketPlace（アメリカ・カリフォルニア州） 

      参加企業数：6 社 

      成 約 件 数：6 社 6 件（当初成約金額 617 千円，年間取引金額 617 千円） 

エ 貿易相談 

     中小企業等の貿易や投資に関する相談：163 件 

   オ 貿易実務研修 

      開 催 日：令和元年9月4,10,18日（週1回，計3回） 

         開催場所：茨城県産業会館 研修室 

        参 加 者：延べ54人 

     開催内容：第1回 契約までの貿易実務１ 

第2回 契約までの貿易実務２ 

第3回 契約履行のための貿易実務，貿易の手順，模擬商談会 

     講  師：東中ビジコン 代表 太田 光雄 氏 

カ ホームページ等による海外展開支援情報提供 

     公社ホームページによる国際ビジネス支援施策等の掲載：84回 

   キ メールマガジンによる海外展開支援情報提供 

     公社メールマガジンによる国際ビジネス支援施策等の掲載：59回 

 

〈成約件数〉                                                            （単位：円） 

成約件数 当初成約金額 年間取引金額 

21社35件 44,102,000 75,826,000
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  ③ 茨城県中小企業外国出願支援事業 【国補助事業（関東経済産業局）】 

    優れた技術等を有し，かつ，それらを外国において広く活用しようとする中小企業者の

外国出願を支援した。                        （単位：円） 

区 分 
申  込 決  定 確  定 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

特許 6 4,953,000 6 4,953,000 6 3,927,000

商標 8 2,579,000 8 2,579,000 5 1,408,000

合計 14 7,532,000 14 7,532,000 11 5,335,000

※決定 14 件のうち 3 件は事業中止 

 

④ 人材育成事業 【国補助事業（中小企業基盤整備機構）】 

財務会計等に精通した人材の育成を支援するため，会計啓発・普及セミナーを開催した。 

 

ア 中小企業会計啓発・普及セミナー 

  開 催 日：令和2年1月31日 

     開催場所：茨城県産業会館 研修室 

     内  容：中小企業会計啓発・普及セミナー 

～企業の経営力強化を目指す会計～ 

     講  師：西野税理士事務所 所長 西野 光則 氏 

     参 加 者：19名 

 

(6) 資金助成事業 

貸付後の経営状況や貸付対象設備の稼働状況により，貸付効果の把握に努めた。 

また，債権管理については，債権管理検討会による未収債権回収策の検討や債権回収強化

月間を定めての集中的な債権回収の実施のほか，企業訪問等により新たな未収債権の発生の

未然防止に努めるとともに，未収債権の回収を図った。 

さらに，中小企業設備近代化資金貸付事業に係る不良債権回収等の債権管理に努めた。 

加えて，東日本大震災により特に甚大な被害を受けた中小企業者に対し，借入金に係る利

子分の補給を行うことで震災からの復興・再生を支援した。 

このほか，関東・東北豪雨により被害を受けた県内中小企業の復興を支援するため，総額

３００億円の「茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金」により，被災中小企業の

復興イベント開催等に必要な費用の一部を助成して復興を支援した。 

 

① 設備資金貸付事業 【県補助事業（産業政策課）】 

新たな未収債権発生の未然防止に努めるとともに，未収債権については企業訪問や文書
催告を行い，積極的に回収に努めた。 

 

ア 貸付残高 

     令和元年度末の貸付残高は，89件，259,847千円（内未収債権 3件，25,494千円）と

なった。 
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                                     （単位：円) 

区分 
30年度 

末残高 

増加 減少 元年度  

末残高 

（償却前） 

償却 

元年度  

末残高 

（償却後）

発生 回収 繰上 

償還分 

正常債権 
件数 122 0 (120) (3) 86 0 86

金額 475,389,000 0 226,152,000 14,884,000 234,353,000 0 234,353,000

未

収

債

権 

延 

納 

分 

件数 3 0 0 3 0 0 0

金額 10,968,000 0 0 10,968,000 0 0 0

繰 
上 
償 
還 
分 

件数 0 3 1 0 3 0 3

金額 0 25,852,000 358,000 0 25,494,000 0 25,494,000

計 
件数 3 3 1 3 3 0 3

金額 10,968,000 25,852,000 358,000 10,968,000 25,494,000 0 25,494,000

合計 
件数 125 3 (121) (6) 89 0 89

金額 486,357,000 25,852,000 226,510,000 25,852,000 259,847,000 0 259,847,000

 

  ② 設備近代化資金債権管理受託事業 【県受託事業（産業政策課）】 

県が実施してきた設備近代化資金に係る未収債権の回収事務を受託し，本年度も企業訪

問や文書催告を積極的に行った結果，滞納企業5社から554千円を回収した。 

  〈参考〉                               （単位：円） 

区分 30年度末残高 本年度回収額 
本年度債権放棄額 

（茨城県） 
元年度末残高 

件数 16 5 0 16

金額 71,979,630 554,000 0 71,425,630

 

③ 中小企業災害復旧資金利子補給助成事業 【国助成事業（中小企業基盤整備機構）】 

東日本大震災によって特に甚大な被害を受けた中小企業者が，公的金融機関から事業資

金を借り入れる際に生じた利子について，これを全額補給することで被災した中小企業者

の再建復興を支援した。 

 

ア 利子補給実績  3社（3件） 20,959円 
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イ 扱い金融機関別状況                       （単位：円） 

区分 企業数 件数 金額 

東日本大震災復

興特別貸付 

①日本政策金融公庫（中小企業事業分） 0 0 0

②    〃    （国民生活事業分） 3 3 20,959

③商工組合中央金庫 0 0 0

再挑戦支援資金 ④日本政策金融公庫（中小企業事業分） 0 0 0

⑤    〃    （国民生活事業分） 0 0 0

合計 3 3 20,959

 

④ 中小企業再生支援利子補給助成事業 【国助成事業（中小企業基盤整備機構）】  

 令和元年度実績なし 

 

⑤ 茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金事業  

【国貸付金（中小企業基盤整備機構）・県貸付金（中小企業課）】  

平成２７年９月関東・東北豪雨により被害を受けた茨城県内の中小企業の復興を支援し，

もって被災地域の活力の維持向上を図るため，総額３００億円の「茨城県関東・東北豪雨

被災中小企業復興支援基金」の運用益で支援を行った。 

 

  【申請・交付件数等一覧】                           

（単位：円） 

区分 
申請 決定 確定 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

被災地復興イベント

開催等支援事業 

12 16,889,104 12 16,889,104 10 13,469,290

販路開拓等支援事業 2 611,985 2 611,985 2 611,985

合計 14 17,501,089 14 17,501,089 12 14,081,275

 ※被災地復興イベント開催等支援事業の決定 12 件のうち 2 件は事業中止 

 

(7) 設備貸与事業・県単独機械類貸与事業 

全未収債権が償却済みであることから，債権管理検討会による未収債権回収策の検討や債

権回収強化月間を定めて，集中的な債権回収に努めた。 
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(8) 業務日誌（監事監査・理事会・評議員会等） 

 

年 月 日 内     容 

 

令和元年6月10日 

 

      6月10日 

 

 

      6月12日 

 

 

 

 

 6月27日 

 

 

 

 

 

 

10月30日 

 

       10月31日 

 

 

令和2年3月11日 

 

 

 

 

 

 

 

3月26日 

 

会計監査人の監事に対する報告（茨城県産業会館） 

  会計監査報告について 

 第１回監事監査（茨城県産業会館） 

  平成３０年度事業報告について 

  平成３０年度決算報告について 

 第１回理事会（水戸京成ホテル） 

  第１号議案 平成３０年度事業報告について 

  第２号議案 平成３０年度決算報告について 

  第３号議案 第３期中期経営計画の策定について 

  第４号議案 第１回評議員会の開催について 

 第１回評議員会（水戸京成ホテル） 

  第１号議案 理事の選任について 

  第２号議案 評議員の選任について 

  報告事項(1) 平成３０年度事業報告について 

   報告事項(2) 平成３０年度決算報告について 

  報告事項(3) 第３期中期経営計画の策定について 

  ※阿部評議員，柳生理事就任 

 第２回監事監査（茨城県産業会館） 

  令和元年度上半期事業報告について 

 第２回理事会（書面） 

  報告事項(1) 職務執行状況について 

  報告事項(2) 理事長専決処分について 

 第３回理事会（茨城県産業会館） 

  第１号議案 令和元年度収支補正予算について 

  第２号議案 令和２年度事業計画について 

  第３号議案 令和２年度収支予算について 

第４号議案 就業規則の一部改正について 

第５号議案 評議員会の開催について 

報告事項(1) 職務執行状況について 

報告事項(2) 理事長専決処分について 

 第２回評議員会（茨城県産業会館） 

  第１号議案 評議員の選任について 

  第２号議案 理事の選任について 

  報告事項(1) 令和元年度収支補正予算について 
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  報告事項(2) 令和２年度事業計画について 

  報告事項(3) 令和２年度収支予算について 

  報告事項(4) 就業規則の一部改正について 
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現 預 金 69,359,310 130,504,605 △61,145,295

未 収 金 180,107,719 221,637,108 △41,529,389

立 替 金 0 563,100 △563,100

未 収 収 益 10,740 10,740 0

一年内回収設備資金貸付金 149,838,000 0 149,838,000

 流動資産合計　 399,315,769 352,715,553 46,600,216

２　固定資産

(1) 基本財産

投 資 有 価 証 券 35,006,960 35,011,693 △4,733

 基本財産合計　 35,006,960 35,011,693 △4,733

(2) 特定資産

工 業 技 術 振 興 基 金 資 産 2,042,000 2,042,000 0

い ば ら き チ ャ レ ン ジ
基 金 資 産

7,552,783,034 7,565,544,504 △12,761,470

茨城県関東・東北豪雨被災中
小 企 業 復 興 支 援 基 金 資 産 30,006,094,028 30,008,281,758 △2,187,730

退 職 給 付 引 当 資 産 143,374,946 136,537,291 6,837,655

 特定資産合計　 37,704,294,008 37,712,405,553 △8,111,545

(3) その他固定資産

設 備 資 金 貸 付 金 84,515,000 475,389,000 △390,874,000

設 備 資 金 貸 付 未 収 金 0 10,968,000 △10,968,000

設備資金貸付未収損害賠償金 25,494,000 0 25,494,000

器 具 及 び 備 品 2,332,553 1,694,715 637,838

ソ フ ト ウ ェ ア 91,667 191,667 △100,000

その他固定資産合計 112,433,220 488,243,382 △375,810,162

 固定資産合計　 37,851,734,188 38,235,660,628 △383,926,440

資 産 合 計 38,251,049,957 38,588,376,181 △337,326,224

Ⅱ　令和元年度決算報告書

令和2年3月31日現在

科目

１　貸　借　対　照　表
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（単位：円）

当年度 前年度 増減科目

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

未 払 費 用 14,207,741 11,339,780 2,867,961

預 り 金 832,046 3,593,764 △2,761,718

償 却 債 権 預 り 金 3,336,032 3,749,525 △413,493

一 年 内 返 済 長 期 借 入 金 264,563,000 334,151,000 △69,588,000

賞 与 引 当 金 12,850,000 12,219,000 631,000

 流動負債合計　 295,788,819 365,053,069 △69,264,250

　２　固定負債

長 期 借 入 金 173,829,000 438,392,000 △264,563,000

い ば ら き チ ャ レ ン ジ
基 金

6,020,000,000 6,020,000,000 0

茨城県関東・東北豪雨被災
中 小 企 業 復 興 支 援 基 金

30,000,000,000 30,000,000,000 0

退 職 給 付 引 当 金 147,224,025 136,537,291 10,686,734

 固定負債合計　 36,341,053,025 36,594,929,291 △253,876,266

負 債 合 計 36,636,841,844 36,959,982,360 △323,140,516

Ⅲ　正味財産の部

　１　指定正味財産

寄 付 金 等 1,575,894,417 1,590,843,604 △14,949,187

 指定正味財産合計　 1,575,894,417 1,590,843,604 △14,949,187

（うち基本財産への充当額） (   35,000,000) (   35,000,000) (           0)

（うち特定資産への充当額） (1,540,894,417) (1,555,843,604) （△14,949,187）

　２　一般正味財産 38,313,696 37,550,217 763,479

（うち基本財産への充当額） (6,960) (11,693) (△4,733)

（うち特定資産への充当額） (24,645) (24,645) ( 0)

 正味財産合計　 1,614,208,113 1,628,393,821 △14,185,708

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 38,251,049,957 38,588,376,181 △337,326,224
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（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１ 経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益

基本財産受取利息 345,267 345,280 △ 13

②特定資産運用益

特定資産受取利息 204 204 0

③事業収益

受取協賛金 360,000 420,000 △ 60,000

④受取補助金等

受取補助金（県） 307,293,629 261,053,124 46,240,505
受取補助金（国等） 11,010,458 6,776,255 4,234,203

受取助成金（国等） 1,922 4,781 △ 2,859

受託金（県） 100,739,101 107,901,224 △ 7,162,123

受託金（国等） 122,886,389 116,586,335 6,300,054

⑤受取負担金

受取負担金 18,247,504 16,711,895 1,535,609

⑥受取寄付金

受取寄付金振替額 14,523,690 205,178,289 △ 190,654,599

⑦雑収益

雑収益 792,800 689,152 103,648

 経常収益計(A) 576,200,964 715,666,539 △ 139,465,575

(2)経常費用

①事業費

役員報酬 10,349,006 10,031,268 317,738

給料手当 79,089,274 80,777,093 △ 1,687,819

嘱託配置費 18,892,295 18,709,027 183,268

退職給付費用 8,342,930 9,764,283 △ 1,421,353

福利厚生費 15,083,390 15,428,092 △ 344,702

報償費 168,960,217 162,530,323 6,429,894

旅費 17,350,069 21,754,477 △ 4,404,408

事務費 28,659,404 28,241,318 418,086

助成費 72,584,998 214,848,492 △ 142,263,494

委託費 419,904 419,904 0
燃料費 386,056 485,080 △ 99,024
器具及び備品減価償却額 642,851 482,021 160,830

保険料 50,000 49,676 324

水道光熱費 720,223 731,436 △ 11,213

賃借料 51,795,623 52,383,616 △ 587,993

公租公課 2,810,032 2,661,450 148,582

分担金・負担金 1,903,731 1,790,723 113,008

工事及び装飾費 7,244,780 5,191,452 2,053,328

賞与引当金繰入額 10,053,446 10,061,197 △ 7,751

雑費 1,437,788 1,923,815 △ 486,027

２　正味財産増減計算書

科目

平成31年4月1日から令和2年3月31日まで
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当年度 前年度 増減科目

②管理費

役員報酬 3,042,923 3,252,458 △ 209,535

給料手当 24,184,879 21,405,936 2,778,943

退職給付費用 2,343,804 922,451 1,421,353

福利厚生費 4,409,095 3,988,540 420,555

報償費 2,748,000 4,762,517 △ 2,014,517

旅費 929,511 364,668 564,843

事務費 13,162,177 11,803,407 1,358,770

委託費 65,400 77,760 △ 12,360

燃料費 101,390 144,079 △ 42,689
器具及び備品減価償却額 168,831 143,169 25,662
水道光熱費 189,151 217,249 △ 28,098

賃借料 13,602,892 15,558,818 △ 1,955,926

公租公課 4,800,368 3,843,700 956,668

分担金・負担金 499,972 531,877 △ 31,905

賞与引当金繰入額 2,796,554 2,157,803 638,751

雑費 1,725,694 2,898,071 △ 1,172,377

 経常費用計(B) 571,546,658 710,337,246 △ 138,790,588

当期経常増減額(C)(A-B) 4,654,306 5,329,293 △ 674,987

２ 経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計(D) 0 0 0

(2)経常外費用

補助金等返還額 3,890,827 0 3,890,827

 経常外費用計(E) 3,890,827 0 3,890,827

当期経常外増減額(F)(D-E) △ 3,890,827 0 △ 3,890,827

当期一般正味財産増減額(G)(C+F) 763,479 5,329,293 △ 4,565,814

一般正味財産期首残高(H) 37,550,217 32,220,924 5,329,293

一般正味財産期末残高(I)(G+H) 38,313,696 37,550,217 763,479

Ⅱ　指定正味財産増減の部

(1)特定資産運用益

特定資産受取利息 35,211,010 77,072,445 △ 41,861,435

(2)一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 14,523,690 △205,178,289 190,654,599

(3)補助金等返還額

補助金等返還額 △ 35,636,507 0 △ 35,636,507

当期指定正味財産増減額(J) △ 14,949,187 △128,105,844 113,156,657

指定正味財産期首残高(K) 1,590,843,604 1,718,949,448 △ 128,105,844

指定正味財産期末残高(L)(J+K) 1,575,894,417 1,590,843,604 △ 14,949,187

Ⅲ　正味財産期末残高(M)(I+L) 1,614,208,113 1,628,393,821 △ 14,185,708
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（単位：円）

公１ 公２ 小計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１ 経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益

基本財産受取利息 0 0 0 345,267 345,267

②特定資産運用益

特定資産受取利息 204 0 204 0 204

③事業収益

受取協賛金 360,000 0 360,000 0 360,000

④受取補助金等

受取補助金（県) 125,445,048 121,968,050 247,413,098 59,880,531 307,293,629

受取補助金（国等) 11,010,458 0 11,010,458 0 11,010,458

受取助成金（国等） 0 1,922 1,922 0 1,922

受託金（県） 72,131,251 21,752,510 93,883,761 6,855,340 100,739,101

受託金（国等） 91,849,104 18,342,499 110,191,603 12,694,786 122,886,389

⑤受取負担金

受取負担金 10,885,504 7,362,000 18,247,504 0 18,247,504

⑥受取寄付金

受取寄付金振替額 335,973 14,187,717 14,523,690 0 14,523,690

⑦雑収益

雑収益 0 153,500 153,500 639,300 792,800

 経常収益計(A) 312,017,542 183,768,198 495,785,740 80,415,224 576,200,964

(2)経常費用

①事業費

役員報酬 4,625,692 5,723,314 10,349,006 - 10,349,006

給料手当 35,352,905 43,736,369 79,089,274 - 79,089,274

嘱託配置費 8,330,382 10,561,913 18,892,295 - 18,892,295

退職給付費用 3,729,290 4,613,640 8,342,930 - 8,342,930

福利厚生費 6,742,226 8,341,164 15,083,390 - 15,083,390

報償費 143,739,637 25,220,580 168,960,217 - 168,960,217

旅費 14,702,137 2,647,932 17,350,069 - 17,350,069

事務費 12,809,885 15,849,519 28,659,404 - 28,659,404

助成費 49,862,723 22,722,275 72,584,998 - 72,584,998

委託費 0 419,904 419,904 - 419,904

燃料費 172,555 213,501 386,056 - 386,056

器具及び備品減価償却額 287,335 355,516 642,851 - 642,851

保険料 0 50,000 50,000 - 50,000

水道光熱費 321,918 398,305 720,223 - 720,223

賃借料 23,151,074 28,644,549 51,795,623 - 51,795,623

公租公課 2,809,432 600 2,810,032 - 2,810,032

分担金・負担金 850,910 1,052,821 1,903,731 - 1,903,731

工事及び装飾費 0 7,244,780 7,244,780 - 7,244,780

賞与引当金繰入額 4,493,856 5,559,590 10,053,446 - 10,053,446

雑費 713,836 723,952 1,437,788 - 1,437,788

②管理費

役員報酬 - - 0 3,042,923 3,042,923

給料手当 - - 0 24,184,879 24,184,879

退職給付費用 - - 0 2,343,804 2,343,804

（２－１）正味財産増減計算書内訳表

科目
公益目的事業会計

法人会計 合計

平成31年4月1日から令和2年3月31日まで
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公１ 公２ 小計
科目

公益目的事業会計
法人会計 合計

福利厚生費 - - 0 4,409,095 4,409,095

報償費 - - 0 2,748,000 2,748,000

旅費 - - 0 929,511 929,511

事務費 - - 0 13,162,177 13,162,177

委託費 - - 0 65,400 65,400

燃料費 - - 0 101,390 101,390

器具及び備品減価償却額 - - 0 168,831 168,831

水道光熱費 - - 0 189,151 189,151

賃借料 - - 0 13,602,892 13,602,892

公租公課 - - 0 4,800,368 4,800,368

分担金・負担金 - - 0 499,972 499,972

賞与引当金繰入額 - - 0 2,796,554 2,796,554

雑費 - - 0 1,725,694 1,725,694

 経常費用計(B) 312,695,793 184,080,224 496,776,017 74,770,641 571,546,658

　　　当期経常増減額(C)(A-B) △ 678,251 △ 312,026 △ 990,277 5,644,583 4,654,306

２ 経常外増減の部

(1)経常外収益

 経常外収益計(D) 0 0 0 0 0

(2)経常外費用

補助金等返還額 0 0 0 3,890,827 3,890,827

 経常外費用計(E) 0 0 0 3,890,827 3,890,827

当期経常外増減額(F)(D-E) 0 0 0 △ 3,890,827 △ 3,890,827

当期一般正味財産増減額(G)(C+F) △ 678,251 △ 312,026 △ 990,277 1,753,756 763,479

一般正味財産期首残高(H) 9,654,704 6,025,568 15,680,272 21,869,945 37,550,217

一般正味財産期末残高(I)(G+H) 8,976,453 5,713,542 14,689,995 23,623,701 38,313,696

Ⅱ　指定正味財産増減の部

(1)特定資産運用益

特定資産受取利息 23,211,010 12,000,000 35,211,010 0 35,211,010

(2)一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 335,973 △ 14,187,717 △ 14,523,690 0 △ 14,523,690

(3)補助金等返還額

補助金等返還額 △ 35,636,507 0 △ 35,636,507 0 △ 35,636,507

当期指定正味財産増減額(J) △ 12,761,470 △ 2,187,717 △ 14,949,187 0 △ 14,949,187

指定正味財産期首残高(K) 1,547,586,504 8,257,100 1,555,843,604 35,000,000 1,590,843,604

指定正味財産期末残高(L)(J+K) 1,534,825,034 6,069,383 1,540,894,417 35,000,000 1,575,894,417

Ⅲ　正味財産期末残高(M)(I+L) 1,543,801,487 11,782,925 1,555,584,412 58,623,701 1,614,208,113
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（単位：円）

Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

１　当期一般正味財産増減額(A) 763,479 5,329,293 △ 4,565,814

２　キャッシュ・フローへの調整額

(1)器具及び備品減価償却費 811,682 625,190 186,492

(2)賞与引当金の増減額 631,000 939,000 △ 308,000

(3)退職給付引当金の増減額 10,686,734 10,686,734 0

(4)有価証券利息の増減額 4,943 4,720 223

(5)未収金の増減額 41,529,389 57,767,221 △ 16,237,832

(6)立替金の増減額 563,100 △563,100 1,126,200

(7)設備資金貸付金の増減額 241,036,000 295,910,000 △ 54,874,000

(8)設備資金貸付未収金の増減額 10,968,000 △9,350,000 20,318,000

(9)設備資金貸付未収損害賠償金の増減額 △25,494,000 0 △ 25,494,000

(10)未払費用の増減額 2,867,961 △26,197,137 29,065,098

(11)預り金の増減額 △2,761,718 2,828,501 △ 5,590,219

(12)償却債権預り金の増減額 △413,493 2,285,508 △ 2,699,001

(13)指定正味財産からの振替額 △14,523,690 △205,178,289 190,654,599

265,905,908 129,758,348 136,147,560

３　指定正味財産増加収入

(1)特定資産運用益

特定資産受取利息 35,211,010 77,072,445 △41,861,435

指定正味財産増加収入計(C） 35,211,010 77,072,445 △ 41,861,435

4　指定正味財産減少支出

(1)補助金等返還額

補助金等返還額 35,636,507 0 35,636,507

指定正味財産減少支出計(D） 35,636,507 0 35,636,507

事業活動によるキャッシュ・フロー(E)(A+B+C-D) 266,243,890 212,160,086 54,083,804

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１　投資活動収入

(1)特定資産取崩収入

特定資産取崩収入 14,948,990 7,688,728,344 △ 7,673,779,354

投資活動収入計(F) 14,948,990 7,688,728,344 △ 7,673,779,354

２　投資活動支出

(1)特定資産取得支出

特定資産取得支出 6,837,655 7,581,309,234 △ 7,574,471,579

(2)固定資産取得支出

器具及び備品購入支出 1,349,520 814,968 534,552

投資活動支出計(G) 8,187,175 7,582,124,202 △ 7,573,937,027

投資活動によるキャッシュ・フロー(H)(F-G) 6,761,815 106,604,142 △ 99,842,327

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１　財務活動収入

(1)借入金収入

長期借入金収入 0 10,000,000 △ 10,000,000

３　キャッシュ・フロー計算書
平成31年4月1日から令和2年3月31日まで

科目 当年度 前年度 増減

小計(B)
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（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減

財務活動収入計(I) 0 10,000,000 △ 10,000,000

２　財務活動支出

(1)借入金返済支出

長期借入金返済支出 334,151,000 387,873,000 △ 53,722,000

財務活動支出計(J) 334,151,000 387,873,000 △ 53,722,000

財務活動によるキャッシュ・フロー(K)（I-J） △334,151,000 △377,873,000 43,722,000

0 0 0

△61,145,295 △59,108,772 △ 2,036,523

130,504,605 189,613,377 △ 59,108,772

69,359,310 130,504,605 △ 61,145,295

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額(L)

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(M)(E+H+K)

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高(N)

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高(O)(L+M+N)
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１　継続事業の前提に関する注記

  該当なし

２　重要な会計方針

(2)　有価証券の評価基準及び評価方法

(3)　固定資産の減価償却の方法

(4)　引当金の計上基準について

(5)　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

(6)　消費税等の会計処理

３　会計方針の変更

  変更なし

４　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

科目

基本財産

　投資有価証券

小計

特定資産

 工業技術振興基金資産

いばらきチャレンジ基金資産

   茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金資産

 退職給付引当資産

小計

合計

当期末残高

37,739,300,968

4,733

37,704,294,008

35,972,480

6,837,655 0

42,048,665

50,164,943

14,187,730

前期末残高 当期増加額

0

0

0

当期減少額

23,211,010

143,374,946

42,048,665

12,000,000 30,006,094,02830,008,281,758

136,537,291

４　財務諸表に対する注記

 　定額法を採用している。

　 消費税及び地方消費税の会計処理は，税込方式によっている。

2,042,000

　満期保有目的債券であり，原価法を採用している。ただし，債券価格と異なる価格で取得した場合，償
却原価法を採用している。

35,011,693

7,552,783,034

35,011,693 35,006,960

35,006,9604,733

7,565,544,504

0

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。

2,042,000

いる。公１は経営革新及び創業の促進に関する事業，公２は経営基盤の強化に関する事業である。

 ①　賞与引当金
 　　役職員に対する賞与の支給に備えるため，支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
 ②　退職給付引当金
　　 職員の退職給付に備えるため，退職金規定に基づき長期の必要支給額を見積り,毎年の必要額を計上
   している。
 ③　貸倒引当金
　 　貸付金については，県の損失補償による補填があり，その他の債権については個別に検討し，回
　 収不能見込額がないため計上していない。

  なお，法人会計は，管理業務やその他の法人全般に関わる事項を処理している。

　 資金の範囲は，現預金である。

(1) 「公益法人会計基準(平成20年4月11日{平成21年10月16日改正}内閣府公益認定等委員会)」を採用して

37,712,405,553

37,747,417,246

50,160,210
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５　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである。

（単位：円）

科目

基本財産

　投資有価証券

小計

特定資産

 工業技術振興基金資産

　いばらきチャレンジ基金資産

   茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金資産

 退職給付引当資産

小計

合計

６　担保に供している資産

（単位：円）

科目

器具及び備品

ソフトウェア

合計

８　債権の債権金額，貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

９　保証債務等の偶発債務

（単位：円）

種類及び銘柄 償還日 利率

利付国債　318回（10年） 3.09.20 1.00

利付国債　318回（10年） 3.09.20 1.00

地方公共団体金融機構債券　113回(10年) 10.10.25 0.299

共同地方債　187回(10年) 10.10.25 0.269

利付国債　321回(10年) 4.03.20 1.00

利付国債　333回(10年) 6.03.20 0.60

利付国債　339回(10年) 7.06.20 0.40

利付国債　339回(10年) 7.06.20 0.40

地方公共団体金融機構債券　F320回(5年) 3.02.26 0.02

(うち負債に対応する
額)

7,552,783,034

(うち指定正味財産から
の充当額)

35,000,000

21,645,128,570

時価

5,083,655

30,501,930

4,050,412,000

2,042,000

1,532,783,034

82,249,600

100,017,799

　該当なし

取得価額

6,069,383 24,645

37,739,300,968

26,201,148

408,333

1,540,894,417

31,605

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益は次のとおりである。

2,853,753

帳簿価格

5,000,996

30,005,964

102,812,000

合計

20,419,770

2,283,002

4,000,000,000

2,030,000,000

評価損益

2,220,801

82,659

300,178,966

99,958,247

79,966,598

当期末残高

35,000,000

0 0

2,042,000

10　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益

500,000

50,412,000

７　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高

36,163,374,946

36,163,374,946

2,424,220

当期末残高

　該当なし

35,006,960

6,020,000,000

28,125,368

28,625,368

37,704,294,008

143,374,946

6,960

0

0

495,966

1,350,000

102,238,600

308,548,200 8,369,234

88,487,185

15,001,350,000

21,733,615,755

15,000,000,000

2,050,419,770

35,006,960 0

0

2,332,553

91,667

143,374,946

30,000,000,000

25,792,815

  いばらきチャレンジ基金資産7,552,783,034円のうち6,020,000,000円（帳簿価額）は，いばらきチャレン
ジ基金6,020,000,000円の担保に供している。
　茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金資産30,006,094,028円のうち15,000,000,000（帳簿価
額）は，茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金30,000,000,000円の担保に供している。

30,006,094,028

24,645

1,575,894,417

6,960

減価償却累計額等

　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。

0

(うち一般正味財産からの
充当額)
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（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期末残高
貸借対照表
上の記載区

分

県補助金 茨城県 0 0 -

国庫補助金
関東経済産
業局

0 0 -

国庫助成金(中小企業災害復旧
資金利子補給助成事業)

中小企業基
盤整備機構 0 0 -

県受託金 茨城県 0 0 -

国受託金
関東経済産
業局他

0 0 -

工業技術振興基金資産 茨城県他 2,042,000 2,042,000
指定正味財

産
寄付金等

いばらきチャレンジ基金資産
（いばらき産業大県創造基金資産） 茨城県 1,545,544,504 1,532,783,034 〃

茨城県関東・東北豪雨被災中
小企業復興支援基金資産

茨城県 8,257,100 6,069,383 〃

1,555,843,604 1,540,894,417 -

12　基金及び代替基金の増減額及びその残高

（単位：円）

金額

　いばらきチャレンジ基金 335,973

0

335,973

   茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金 14,187,717

14,081,275

106,442

14,523,690

　　　（単位：円）

1,922

100,739,101

1,922

100,739,101

307,293,629

11,010,458

経常収益への振替額 合計

　　(管理事業費支払による振替額)

　　(助成費支払による振替額)

577,142,509

0

13　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

合計

当期増加額 当期減少額

　　(管理事業費支払による振替額)

14,187,717

592,091,696

122,886,389

内容

307,293,629

11,010,458

122,886,389

0

12,000,000

　　(助成費支払による振替額)

23,211,010 35,972,480

14　関連当事者との取引の内容

　該当なし

11　補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は，次のとおりである。

　関連当事者との取引の内容は，次のとおりである。

　補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高は，次のとおりである。

役員
業務等

事実上の
関係

補助 307,293,629 未収金 93,538,379
委託 100,739,101 未収金 39,802,152
貸付 - いばらきチャレンジ基金資産 900,000,000
貸付 - 茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金資産 15,000,000,000
返済 334,151,000 設備資金借入金 438,392,000
借入 - いばらきチャレンジ基金借入金 6,020,000,000
借入 - 茨城県関東・東北豪雨被災中小企業復興支援基金借入金 30,000,000,000

期末残高（円）
関係内容

取引金額
（円）

科目

県の中核的
支援機関

法人等の名称 所在地 事業の内容
議決権の
所有割合

取引の
内容

茨城県
水戸市
笠原町
978-6

地方
公共
団体

- -
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る。

（単位：円）

現金預金勘定 130,504,605 69,359,310

0 0

現金及び現金同等物 130,504,605 69,359,310

(2)　重要な非資金取引

　該当なし

16　重要な後発事象

該当なし

現金及び現金同等物

現金預金勘定

15　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

当期末残高

預入期間が3ヶ月を超える定期預金預入期間が3ヶ月を超える定期預金

(1)　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は，以下のとおりであ

前期末残高
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１ 基本財産及び特定資産の明細

   財務諸表に対する注記に記載のため省略する。

２ 引当金の明細 (単位:円)

当期減少額

目的使用 その他

賞与引当金 12,219,000 12,850,000 12,219,000 0 12,850,000

退職給付引当金 136,537,291 10,686,734 0 0 147,224,025

合計 148,756,291 23,536,734 12,219,000 0 160,074,025

当期増加額区分 期末残高期首残高

５　　附属明細書
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産)

現預金 普通預金・常陽銀行県庁支店 　運転資金として 69,359,310

未収金 国等からの未収金 　公益目的事業に係る補助金等の未収分 180,107,719

未収収益　　 常陽銀行県庁支店他 　有価証券等の利息の未収分 10,740

一年内回収設備資金貸付金 貸付39件 　企業への設備資金貸付金 149,838,000

399,315,769

(固定資産)

基本財産 投資有価証券 第318回利付国債 35,006,960

特定資産 工業技術振興基金資産 定期預金・常陽銀行県庁支店 2,042,000

いばらきチャレンジ基金資産 普通預金・常陽銀行県庁支店 15,739,556

未収金・茨城県 24,358,767

定期預金・常陽銀行県庁支店 1,657,410

第113回地方公共団体金融機構債他 6,610,121,610

貸付金・茨城県 900,000,000

常陽銀行県庁支店他  有価証券等の利息の未収分 905,691

普通預金・常陽銀行県庁支店 6,069,383

F320回地方公共団体金融機構債 15,000,000,000

貸付金・茨城県 15,000,000,000

野村證券水戸支店 　有価証券等の利息の未収分 24,645

退職給付引当資産 普通預金・常陽銀行県庁支店 　職員の退職金に係る積立金 143,374,946

その他の資産 設備資金貸付金 貸付47件 　企業への設備資金貸付金 84,515,000

設備資金貸付未収損害賠償金貸付1件 　企業への設備資金貸付金 25,494,000

器具及び備品 48口 　公益目的事業の用に供している。 2,332,553

ソフトウェア 1口 　公益目的事業の用に供している。 91,667

37,851,734,188

38,251,049,957

(流動負債)

未払費用 人件費・福利厚生費他 　３月分に係る翌年度支払等 14,207,741

預り金 水戸税務署他 　職員等の税等預り金 832,046

償却債権預り金 茨城県他 　償却済債権回収金の県等への返還分 3,336,032

一年内返済長期借入金 茨城県 　公益目的事業に係る県からの借入金 264,563,000

賞与引当金 　役職員の賞与に係る引当金 12,850,000

295,788,819

(固定負債)

長期借入金 3口 　公益目的事業に係る県からの借入金 173,829,000

6,020,000,000

30,000,000,000

退職給付引当金 　職員の退職金に係る積立金 147,224,025

36,341,053,025

36,636,841,844

1,614,208,113正味財産

流動負債合計

資産合計

負債合計

固定負債合計

　公益目的事業に係る基金の造成
のための県からの借入金

いばらきチャレンジ基金

茨城県関東・東北豪雨被災中小
企業復興支援基金

固定資産合計

　公益目的事業に係る基金の造成
のための県からの借入金

 公益目的保有財産であり，県へ
の貸付金で保有し，貸付利息を公
益目的事業の財源として使用して
いる。

 公益目的保有財産であり，公益
目的事業の財源として使用してい
る。

茨城県関東・東北豪雨
被災中小企業復興支援基金
資産

 公益目的保有財産であり，満期
保有目的で保有し，運用益を公益
目的事業の財源として使用してい
る。
 公益目的保有財産であり，県へ
の貸付金で保有し，貸付利息を公
益目的事業の財源として使用して
いる。

６　 財産目録

  公益目的保有財産であり，満期
保有目的で保有し，運用益を公益
目的事業の財源として使用してい
る。

 公益目的保有財産であり，満期
保有目的で保有し，運用益を公益
目的事業の財源として使用してい
る。

 公益目的保有財産であり，公益
目的事業の財源として使用してい
る。

令和2年3月31日現在

  公益目的保有財産であり，満期
保有目的で保有し，運用益を公益
目的事業の財源として使用してい
る。

貸借対照表科目

流動資産合計

 公益目的保有財産であり，満期
保有目的で保有し，運用益を公益
目的事業の財源として使用してい
る。

　公益目的事業に係る補助金の未
収分
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